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◎調達機関番号 516 ◎所在地番号 12

〇第 36号
１ 工事概要等
\ 品目分類番号 41

] 工事名 放射線医学総合研究所環境動態研
究施設整備工事

^ 工事場所 千葉県千葉市稲毛区穴川４丁目
９番１号 放射線医学総合研究所構内

_ 工事概要 放射性物質による動植物等の生
態系に与える影響を調査し、人々への影響に
係る機構解明を行うための施設整備を行うも
のである。

` 工期 平成25年３月29日まで。
a 本工事は、事業の目的物の設計及び施工を
一括して発注する設計・施工一括発注方式に
よる事業である。

b 本工事は、入札時に設計の考え方及び施工
方法等の提案を受け付け、価格以外の要素と
価格を総合的に評価して落札者を決定する総
合評価方式の適用事業である。

c 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化
等に関する法律（平成12年法律第104号）に
基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物
の再資源化等の実施が義務付けられた工事で
ある。

| 建設に当たる者は、次の要件を満たすこ
と。
Ê 文部科学省における建築一式工事に係
る平成23・24年度のＡ等級の一般競争参
加資格の認定を受けていること（会社更
生法に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者に
ついては、手続開始の決定後に一般競争
参加資格の再認定を受けていること。）。

Ë 「会社更生法」に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は「民事再
生法」に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者（上記Êの再認定を受け
た者を除く。）でないこと。

Ì 文部科学省、所管独立行政法人及び国
立大学法人等に対し、平成19年度以降に
完成・引渡しを行った工事目的物で、引
渡し後に工事の品質に関わる重大な問題
が発生した事例がないこと。

Í 平成13年度以降に、元請けとして完
成・引渡しが完了した、下記の要件を満
たす同種工事の施工実績を有すること
（共同企業体の構成員としての実績は、
出資比率が20％以上の場合のものに限
る。）。
※鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は
鉄筋コンクリート造で地上２階建以上
または地上高さ12ｍ以上かつ延べ面積
2¶000fl以上で、放射線施設を含む医
療・研究施設または放射線施設を含む
教育施設の新営工事

３ 入札手続等
\ 担当部局 〒263`8555 千葉県千葉市稲毛
区穴川４丁目９番１号 独立行政法人放射線
医学総合研究所総務部契約課契約第２係 電
話043`206`3015

E-mail：nyuusatsu@nirs.go.jp

] 入札説明書の交付期間、交付場所及び交付
方法 平成24年３月８日（木）から平成24年
５月15日（火）まで 上記３\の交付場所に
て交付する。また電子メールでの交付を希望
する者は必要事項（調達番号、件名、住所、
社名、担当者所属及び氏名、電話番号）を記
入し３\のアドレスに申し込むこと。

^ 申請書及び資料の提出期間、提出場所及び
提出方法 平成24年３月８日（木）から平成
24年４月６日（金）午後５時まで 上記３\

に同じ 持参すること。
_ 入札、開札の日時、場所及び入札書の提出
方法 平成24年５月16日（水）午後２時00分
（ただし、郵送による入札書の受領期限は、
平成24年５月15日（火）午後５時） 独立行
政法人放射線医学総合研究所会議室（ただし、
郵送による入札書の提出場所は３\と同じと
する。）持参又は郵送（郵便書留等の配達記録
が残る方法に限る。）すること。

２ 競争参加資格
\ 入札参加者は、以下の基本的要件を満たす
こと。
{ 入札参加者は、単独企業又は複数の者で
構成されるグループであること。（以下、総
称して「入札参加者」という。）

| 入札参加者は、本業務の遂行上果たす役
割を明らかにするとともに、グループで参
加する場合には、競争参加資格確認申請書
の提出時に代表企業名を明記し、必ず代表
企業が入札手続を行うとともに、当研究所
との対応窓口となること。

] 入札参加者に共通の参加資格要件
{ 独立行政法人放射線医学総合研究所契約
事務取扱細則第８条の規定に該当しない者
であること。ただし、未成年者、被保佐人
又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者については、この
限りではない。

| 独立行政法人放射線医学総合研究所契約
事務取扱細則第９条第１項の規定に該当し
ない者であること。

} 競争参加資格確認申請書（以下「申請書」
という。）及び競争参加資格確認資料（以下
「資料」という。）の提出期限の日から開札
の時までの期間に、文部科学省又は放射線
医学総合研究所から「建設工事の請負契約
に係る指名停止等の措置要領」（平成18年１
月20日付け17文科施第345号文教施設企画
部長通知）に基づく指名停止を受けていな
いこと。

~ 応募グループの構成員は、他の応募グ
ループの構成員でないこと。

^ 入札参加者の資格等要件
{ 設計に当たる者は、次の要件を満たすこ
と。
Ê 文部科学省における平成23・24年度設
計・コンサルティング業務に係る一般競
争参加資格者の資格を有する者であるこ
と（会社更生法に基づき更生手続開始の
申立てがなされている者又は民事再生法
に基づき再生手続開始の申立てがなされ
ている者については、手続開始の決定後
に一般競争参加資格の再認定を受けてい
ること。）。

Ë 「会社更生法」に基づき更生手続開始
の申立てがなされている者又は「民事再
生法」に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者（上記Êの再認定を受け
た者を除く。）でないこと。

Ì 「建築士法（昭和25年５月24日法律第
202号）」第23条の規定に基づく一級建築
士事務所の登録を行っていること。

Í 平成13年度以降に、担当者（相当程度
の責任をもって業務に従事した者）とし
て下記に示す設計業務に従事し、完了し
た経験を有する総括技術者及び主任技術
者を専任で配置できること。なお、同じ
技術者が複数の役割及び分野を担当する
ことを妨げるものではない。
※鉄骨造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は
鉄筋コンクリート造で地上２階建以上
または地上高さ12ｍ以上かつ延べ面積
2¶000fl以上で、放射線施設を含む医
療・研究施設または放射線施設を含む
教育施設の新営工事

Î 放射性同位元素の遮蔽計算の実績を有
すること。
ただし、上記Í、Îの要件については、
複数の者で構成されるグループにあって
は、構成員のいずれかが要件を満たすこと。

Î 次に掲げる基準を満たす監理技術者を
専任で当該工事に配置できること。
ａ １級建築施工管理技士又はこれと同
等以上の資格を有する者であること。
なお、「これと同等以上の資格を有す
る者」とは、次のものをいう。
・１級建築士の資格を有する者
・これらと同等以上の資格を有するも
のと国土交通大臣が認定した者

ｂ 平成13年度以降に、上記^|Íに掲
げる工事の経験を有する者であるこ
と。
ｃ 監理技術者資格者証及び監理技術者
講習修了証を有する者であること。
ｄ 配置予定の監理技術者にあっては直
接的かつ恒常的な雇用関係にあるこ
と。なお、直接的な雇用関係とは、入
札参加者と配置予定監理技術者との間
に第三者の介入する余地のない雇用に
関する一定の権利義務関係（賃金、労
働時間、雇用、権利構成）が存在する
ことをいい、恒常的な雇用関係とは、
入札参加者から入札の申込みのあった
日以前に３ヶ月以上の雇用関係にある
こと。

_ 入札に参加しようとする者の間に資本関係
又は人的関係がないこと（入札説明書参照）。

` 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、文部科学省発注工事等から排除要請があ
り、当該状態が継続している者でないこと。
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